
北海道告示第10607号

平成10年北海道告示第500号（北海道補助金等交付規則に定める申請書等の様式（保健福祉部））の一

部を次のように改正する。

令和２年４月28日

北海道知事 鈴木 直道

保福第422号様式、第423号様式、第424号様式、第426号様式、第427号様式、第428号様式、第441号様

式、第442号様式、第443号様式、第444号様式、第445号様式、第446号様式、第447号様式、第448号様式、

第455様式、第459号様式、第460号様式、第465号様式及び第466号様式を次のように改める。



都道府県名

所要見込額 千円

所要見込額 千円個別事業名

千円

千円

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標※（注）４

参考指標　※（注）５

※婚姻数、婚姻率、出生数、出生率等

実 施 期 間 交付決定日 ～

個別事業名

千円

個別事業名

個別事業名

所要見込額

地域の実情と課題（これま

での市町村における少子化対策の
取組全体及びその効果検証等から
浮かび上がった地域の実情と課題

について記述）　※（注）２

0

0

千円

千円

千円

北海道

事 業 名 所要見込額
※(注)１

市 町 村 名 自治体コード：

市町村における少子化
対策の全体像及びその
中での本事業の位置付
け　※（注）３

0 千円

(注)
１「所要見込額」には、本交付金の対象経費支出予定額を記入すること。
２「地域の実情と課題」には、これまでの市町村における少子化対策の取組全体及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情と課題について記載すること。
３「市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付け」には、地域の実情及び課題を踏まえた、市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付けを
記載すること。特に、本事業により、地域の課題がどのように解決されるかについて記載すること。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、地域の実情及び課題を踏まえ設定した、市町村の少子化対策全体の重要業績評価指標（KPI)及び定量的成果
目標を達成予定時期を含め記載すること。また、各市町村は少なくとも令和元年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施し、都道府県にその結果を報告すること。
５「参考指標」には、各市町村の婚姻数、婚姻率、出生数、出生率のほか、その他参考となる指標を記載するとともに、毎年、その推移を報告すること。
６「上記「事業内容」について、「地方創生推進交付金」の申請の有無」は、地域少子化対策重点推進交付金との重複を排除するためのチェック欄です。（「無」が前提となります）
７　適宜参考となる資料を添付すること。

上記「事業内容」について、
「地方創生推進交付金」の
申請の有無※（注）６

個別事業名 所要見込額

３．優良事例の横展開支援 所要見込額

個別事業名 所要見込額

個別事業名 所要見込額

事業内容

所要見込額

千円

個別事業名 所要見込額

千円

個別事業名

保福第422号様式

個別事業名 所要見込額

１．自治体間連携を伴う取組に対する支援 所要見込額

２．子育てに寄り添う地域づくり支援 所要見込額

個別事業名 所要見込額

個別事業名 所要見込額

年度地域少子化対策重点推進事業実施計画書

千円

千円

千円

千円

千円

0

所要見込額



個票

）(都道府県： 北海道

（個別事業の内容）　※（注）２

事 業 メ ニ ュ ー

区 分

関 連 事 業 メ ニ ュ ー

所要見込額
※（注）１ 千円 補助率： 千円)(交付金所要額：

保福第423号様式 ①

年度地域少子化対策重点推進事業実施計画書個票

市区町村名

本事業の担当部局名

個 別 事 業 名

実施期間 交付決定日 ～

個
別
事
業
の
内
容



目標値

有の場合の担当部局：
（注）
１「所要見込額」には、本交付金の対象経費支出予定額を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書等）を添付すること。併せて、「交付
金所要額」には「所要見込額」に補助率を乗じた額（千円未満切り捨て）を記入すること。
２「個別事業の内容」には、個別事業の具体的内容を記載すること。また、事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又
は市町村名、事業名を記載すること。※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の
方向性を記載すること。
３「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、本個別事業の各区分における取組全体像における位置付けを踏まえ、どの
ような考え方のもとどのくらいの効果が見込めるのか、それを測るためにどのようなKPI及び定量的成果目標を決定したか、達成予定時期を含め
記載すること。また、各市町村は、個別事業ごとに効果検証を実施し、都道府県にその詳細な結果を都道府県が別に定める日までに報告するこ
と。
※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　（過去に設定したKPIも別紙に記載すること。）
４「都道府県との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を都道府県と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法
を記載すること。
５「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体
的方法を記入すること。
６「男女共同参画部局など関係部局等との連携・配慮事項」には、特定の価値観の押し付けとならないようにする観点から、計画策定に当たり連携
した関連部局等及び事業の実施に当たり連携する関係部局等並びに事業の実施に当たり配慮することを具体的に記載すること（優良事例の横展
開支援事業を実施する場合）。
７「委託契約の有無及び契約方式」には、取組中の委託契約の有無及び有の場合には予定している契約方式を記載すること。また、競争性のない
随意契約による契約を予定している場合は、事業の内容及び随意契約とする理由を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。
８「システム等導入に係る管財部局の確認」には、マッチングシステム、アプリの構築等のシステムに関する取組の有無及び有の場合には、事業の
内容及び確認を行った部局名を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。

(随契の理由)

・システム等導入
に係る管財部局
の確認　※（注）８

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

該当する取組の有無
有 取組名： 無

・委託契約の有
無及び契約方式
※（注）７

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

有（以下の①～③から該当するものを選択してください） 無

①企画提案方式(プロポーザル方式、コンペ方式) ②競争入札方式

(事業の内容)

・都道府県との
連携・役割分担
の考え方及び具
体的方法　※（注）
４
・民間事業者と
の連携・役割分
担の考え方及び
具体的方法　※
（注）５

・男女共同参画
部局など関係部
局等との連携・
配慮事項　※（注）
６

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

(関係部局等)

(配慮すること)

③随意契約

・個別事業の重
要業績評価指標
(KPI)及び定量的
成果目標　※（注）
３

KPI項目 単位

個
別
事
業
の
内
容



保福第424号様式

年度地域少子化対策重点推進交付金所要額調 都道府県名 北海道

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費

支出予定額
基準額合計 交付金所要額 備考

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｅ F G(E＋F) H
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0 0

基準額
(優良事例の横展開支

援事業)

基準額
(結婚新生活支援事業)

１　Ｂ欄には、交付要綱第３条にいう寄付金その他の収入額を記入すること。
２　Ｅ欄及びF欄には、交付要綱第３条に定める基準額を記入すること。
３　H欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較して少ない方の額に別添表に定める補助率を乗じた額（千円未満切捨て）と、G欄を比較して少ない方の額を記入すること。   　ただし、　H欄について、上記金額に比して各自治体の個票の合計額の方が少ない場合にはその額を記入すること。
４　「備考」欄には、結婚新生活支援事業を実施する際には支給見込世帯数、変更交付申請の際には当該変更部分が分かる字句を記載すること。
５　金額がない場合には「０」を記入すること。

市区町村名

(1)

（注）



都道府県名

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

個別事業名

地域の実情と課題（これま

での市町村における少子化対策の
取組全体及びその効果検証等から
浮かび上がった地域の実情と課題に

ついて記述）　※（注）２

個別事業名

実績額

個別事業名 実績額

(0)

市町村における少子化
対策の全体像及びその
中での本事業の位置付
け　※（注）３

実績額

(注)
１「実績額」には、本交付金の対象経費実支出額を記入すること。交付金所要額を上段括弧書きすること。
２「地域の実情と課題」には、これまでの市町村における少子化対策の取組全体及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情と課題について記載すること。
３「市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付け」には、地域の実情及び課題を踏まえた、市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付けを記
載する。特に、本事業により、地域の課題がどのように解決されたかについて記載すること。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、地域の実情及び課題を踏まえ設定した、市町村の少子化対策全体の重要業績評価指標（KPI)及び定量的成果目
標を達成予定時期を含め記載すること。また、各市町村は少なくとも令和元年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施し、都道府県にその結果を報告すること。
５「参考指標」には、各市町村の婚姻数、婚姻率、出生数、出生率のほか、その他参考となる指標を記載するとともに、毎年、その推移を報告すること。
６「内閣府「地方創生推進交付金」の活用実績」は、地域少子化対策重点推進交付金との重複を排除するためのチェック欄です。（「無」が前提となります。）
７　適宜参考となる資料を添付すること。

内閣府「地方創生推進
交付金」の活用実績※
（注）６

実績額

実績額

個別事業名

令和元年度地域少子化対策重点推進事業(令和元年度補正予算)実施報告書（市町村分）

北海道

事 業 名 実績額
※(注)１ 0

市 町 村 名 自治体コード：

(0)

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標※（注）４

参考指標　※（注）５

※婚姻数、婚姻率、出生数、出生率等

別紙様式第10　様式３－１

１　自治体間連携を伴う取組に対する支援 実績額
0

個別事業名 実績額

個別事業名 実績額

実 施 期 間 ～

0

(0)
0

個別事業名 実績額

個別事業名 実績額

事業内容

個別事業名

実績額

３　優良事例の横展開支援

２　子育てに寄り添う地域づくり支援 実績額
(0)

保福第426号様式

年度地域少子化対策重点推進事業実施報告書



個票

）

(交付金所要額： 円)

(交付金所要額： 円)

(都道府県： 北海道

（個別事業の実績）　※（注）３

関 連 事 業 メ ニ ュ ー

実績額※(注)１
円 補助率：

交付決定額
円 補助率： 0

保福第427号様式 ①

年度地域少子化対策重点推進事業実施報告書個票

市区町村名

本事業の担当部局名

個 別 事 業 名

実施期間 ～

事 業 メ ニ ュ ー

区 分

＜現状と課題＞

＜上記課題に対する令和元年度事業における対応＞

各区分における取組の
全体像及びその中での
本個別事業の位置付け
※（注）２

個
別
事
業
の
内
容



有の場合の担当部局：
（注）
１「実績額」には、本交付金の対象経費実支出額を記入すること。併せて、「交付金所要額」には「実績額」に補助率を乗じた額（円未満切り捨て）を
記入すること。
２「各区分における取組の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、区分（①結婚に対する取組、②結婚、妊娠・出産、乳児期を中心
とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組、③結婚新生活支援事業）ごとに、既存事業や他省庁補助金等事業なども含め、全体として
どのような取組を行ったか、その中で、本個別事業がどのような位置付けにあったのか、どのように他事業との取組と連携していたのかを記載する
こと。
３「個別事業の実績」には、個別事業の具体的な実績を記載すること。また、事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名
又は市町村名、事業名を記載すること。
※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること。
４「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標の結果」には、本個別事業の各区分における取組全体像における位置付けを踏ま
え、どのような成果となったか記載すること。なお、各市町村は、個別事業ごとに効果検証を実施し、都道府県にその詳細な結果を都道府県が別に
定める日までに報告すること。
　（過去に設定したKPIも記載すること。）
５「都道府県との連携・役割分担の取組結果」には、本個別事業を都道府県と連携のもと実施した場合、その取組結果を記載すること。
６「民間事業者との連携・役割分担の取組結果」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施した場合、その取組結果を記載すること。
７「男女共同参画部局など関係部局等との連携・配慮事項」には、特定の価値観の押し付けとならないようにする観点から、計画策定に当たり連携
した関係部局等並びに事業の実施に当たり配慮したことを具体的に記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。
８「委託契約の有無及び契約方式」には、取組中の委託契約の有無及び有の場合には契約方式を記載すること。また、競争性のない随意契約に
よる契約を行った場合は、事業の内容及び随意契約とした理由を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。
９「システム等導入に係る管財部局の確認」には、マッチングシステム、アプリの構築等のシステムに関する取組の有無及び有の場合には、事業の
内容及び確認を行った部局名を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。

(随契の理由)

・システム等導入
に係る管財部局
の確認　※（注）９

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

該当する取組の有無
有 取組名： 無

・委託契約の有
無及び契約方式
※（注）８

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

有（以下の①～③から該当するものを選択してください） 無

①企画提案方式(プロポーザル方式、コンペ方式) ②競争入札方式

(事業の内容)

・都道府県との
連携・役割分担
の取組結果　※
（注）５

・民間事業者と
の連携・役割分
担の取組結果
※（注）６

・男女共同参画
部局など関係部
局等との連携・
配慮事項　※（注）
７

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

(関係部局等)

(配慮すること)

③随意契約

・個別事業の重
要業績評価指標
(KPI)及び定量的
成果目標の結果
※（注）４

目標値 実績値KPI項目

＜アウトプット＞

単位

＜アウトカム＞

【次年度以降に向けた事業の方向性】

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

【事業実施に当たっての留意点】

個
別
事
業
の
内
容

個
別
事
業
の
内
容



（

５．本個別事業に要した費用及びその内訳

No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（経費区分ごとの合計）

経費区分 摘要 計画額(円) 実績額(円)

保福第427号様式                                                                (別紙）
支給実績内訳書

交付決定額： 実績額：0円

２．関連事業メニュー

１．地方自治体名 北海道　0

0 0計

役務費

0 0 0
諸謝金 需用費旅費報償費

0
区分
計画
実績 0 0 0 0

賃金

0円
３．個別事業名

４．流用元の事業の名
称(流用した場合のみ)

他の事業から経費を流用した場合にはチェック）

0

0
0 0 0 0

計

0
0

0 0
使用料及び賃借料 備品購入費 負担金 補助金

計画 0
実績 0

区分

0 0 0

0

委託料



保福第428号様式

都道府県名 北海道

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費
実支出額

基準額 交付金所要額
交付金

交付決定額
交付金
受入済額

備考

超過額 不足額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0

１　Ｂ欄には、交付要綱第３条にいう寄付金その他の収入額を記入すること。
２　Ｅ欄には、交付要綱第３条に定める基準額を記入すること。
３　Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較して少ない方の額に別添表に定める補助率を乗じた額（円未満切捨て）と、G欄を比較して少ない方の額を記入すること。
　　ただし、F欄について、上記金額に比して各自治体の個票の合計額の方が少ない場合にはその額を記入すること。
４　I欄の合計がJ欄の合計を超えている場合には返納額を、J欄の合計がI欄の合計を超えている場合には精算払額をK欄に記載すること。

年度地域少子化対策重点推進交付金精算書

市区町村名

差引過不足額
Ｈ－Ｆ

(1)

（注）
精算払額・返納額　K

0円
５　金額がない場合には「0」を記入すること。



保福第 441 号様式 

 

 

番         号 

令和  年  月  日 

 

北 海 道 知 事 様 

                       

                           市町村の長  印 

                         

 

年度地域少子化対策重点推進交付金（結婚支援事業）の交付申請に

ついて 

 

  

標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。 

 

 

１ 交付金申請額                 金                   千円 

        

 

２ 添付書類 

(１) 年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施計画書（保福第

442 号様式） 

(２) 年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施計画書個票（保福

第 443 号様式） 
 (３) 年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）所要額調（保福第 444

号様式） 

(４) 年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施計画総括表（保福

第 465 号様式） 

(５)事業予算書（保福第１の 20 号様式） 



都道府県名

千円

千円

参考指標　※（注）５

※婚姻数、婚姻率、出生数、出生率等

実 施 期 間 交付決定日 ～

個別事業名

個別事業名

所要見込額

地域の実情と課題（これま

での市町村における少子化対策の
取組全体及びその効果検証等から
浮かび上がった地域の実情と課題に

ついて記述）　※（注）２

0

0

千円

千円

千円

(注)
１「所要見込額」には、本交付金の対象経費支出予定額を記入すること。
２「地域の実情と課題」には、これまでの市町村における少子化対策の取組全体及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情と課題について記載すること。
３「市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付け」には、地域の実情及び課題を踏まえた、市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付けを記
載すること。特に、本事業により、地域の課題がどのように解決されるかについて記載すること。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、地域の実情及び課題を踏まえ設定した、市町村の少子化対策全体の重要業績評価指標（KPI)及び定量的成果目
標を達成予定時期を含め記載すること。また、各市町村は少なくとも令和元年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施し、都道府県にその結果を報告すること。
５「参考指標」には、各市町村の婚姻数、婚姻率、出生数、出生率のほか、その他参考となる指標を記載するとともに、毎年、その推移を報告すること。
６「上記「事業内容」について、「地方創生推進交付金」の申請の有無」は、地域少子化対策重点推進交付金との重複を排除するためのチェック欄です。（「無」が前提となります）
７　適宜参考となる資料を添付すること。

上記「事業内容」について、
「地方創生推進交付金」の
申請の有無※（注）６

個別事業名 所要見込額

（２）　結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい
社会づくり・機運の醸成の取組

所要見込額

所要見込額

個別事業名 所要見込額

個別事業名 所要見込額

事業内容

所要見込額

千円

個別事業名

保福第442号様式

個別事業名 所要見込額

２　結婚新生活支援事業

１　優良事例の横展開支援事業 所要見込額

（１）　結婚に対する取組 所要見込額

個別事業名 所要見込額

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標※（注）４

0 千円

年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施計画書

北海道

事 業 名

個別事業名 所要見込額

所要見込額
※(注)１

市 町 村 名 自治体コード：

市町村における少子化
対策の全体像及びその
中での本事業の位置付
け　※（注）３

千円

千円

千円

千円

千円

千円

0



個票

）(都道府県： 北海道

各区分における取組の
全体像及びその中での
本個別事業の位置付け
※（注）２

（個別事業の内容）　※（注）３

事 業 メ ニ ュ ー

区 分

関 連 事 業 メ ニ ュ ー

所要見込額
※（注）１ 千円 補助率： 千円)0(交付金所要額：

新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

保福第443-1号様式 ①

年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施計画書個票

市区町村名

本事業の担当部局名

個 別 事 業 名

実施期間 交付決定日 ～

個
別
事
業
の
内
容



目標値

有の場合の担当部局：
（注）
１「所要見込額」には、本交付金の対象経費支出予定額を記入すること。また、金額の根拠となる資料（見積書等）を添付すること。併せて、「交付
金所要額」には「所要見込額」に補助率を乗じた額（千円未満切り捨て）を記入すること。
２「各区分における取組の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、区分（①結婚に対する取組、②結婚、妊娠・出産、乳児期を中心
とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組、③結婚新生活支援事業）ごとに、既存事業や他省庁補助金等事業なども含め、全体として
どのような取組を行うか、その中で、本個別事業がどのような位置付けにあるのか、どのように他事業との取組連携しているのかを記載すること。
３「個別事業の内容」には、個別事業の具体的内容を記載すること。また、事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名又
は市町村名、事業名を記載すること。
※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること。
４「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標」には、本個別事業の各区分における取組全体像における位置付けを踏まえ、どの
ような考え方のもとどのくらいの効果が見込めるのか、それを測るためにどのようなKPI及び定量的成果目標を決定したか、達成予定時期を含め
記載すること。また、各市町村は、個別事業ごとに効果検証を実施し、都道府県にその詳細な結果を都道府県が別に定める日までに報告するこ
と。
※過去に関連する事業を実施している場合は、過去に設定したKPIを踏まえたKPIを設定すること。
　（過去に設定したKPIも別紙に記載すること。）
５「都道府県との連携・役割分担の考え方及び具体的方策」には、本個別事業を都道府県と連携のもと実施する場合、その考え方及び具体的方法
を記載すること。
６「民間事業者との連携・役割分担の考え方及び具体的方法」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施する場合、その考え方及び具体
的方法を記入すること。
７「男女共同参画部局など関係部局等との連携・配慮事項」には、特定の価値観の押し付けとならないようにする観点から、計画策定に当たり連携
した関連部局等及び事業の実施に当たり連携する関係部局等並びに事業の実施に当たり配慮することを具体的に記載すること（優良事例の横展
開支援事業を実施する場合）。
８「委託契約の有無及び契約方式」には、取組中の委託契約の有無及び有の場合には予定している契約方式を記載すること。また、競争性のない
随意契約による契約を予定している場合は、事業の内容及び随意契約とする理由を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。
９「システム等導入に係る管財部局の確認」には、マッチングシステム、アプリの構築等のシステムに関する取組の有無及び有の場合には、事業の
内容及び確認を行った部局名を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。

(随契の理由)

・システム等導入
に係る管財部局
の確認　※（注）９

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

該当する取組の有無
有 取組名： 無

・委託契約の有
無及び契約方式
※（注）８

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

有（以下の①～③から該当するものを選択してください） 無

①企画提案方式(プロポーザル方式、コンペ方式) ②競争入札方式

(事業の内容)

・都道府県との
連携・役割分担
の考え方及び具
体的方法　※（注）
５
・民間事業者と
の連携・役割分
担の考え方及び
具体的方法　※
（注）６

・男女共同参画
部局など関係部
局等との連携・
配慮事項　※（注）
７

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

(関係部局等)

(配慮すること)

③随意契約

・個別事業の重
要業績評価指標
(KPI)及び定量的
成果目標　※（注）
４

KPI項目 単位

個
別
事
業
の
内
容



保福第444号様式

年度地域少子化対策重点推進交付金（結婚支援事業）所要額調 都道府県名 北海道

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費

支出予定額
基準額合計 交付金所要額 備考

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｅ F G(E＋F) H
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0 0

基準額
(優良事例の横展開支

援事業)

基準額
(結婚新生活支援事業)

１　Ｂ欄には、交付要綱第３条にいう寄付金その他の収入額を記入すること。
２　Ｅ欄及びF欄には、交付要綱第３条に定める基準額を記入すること。
３　H欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較して少ない方の額に別添表に定める補助率を乗じた額（千円未満切捨て）と、G欄を比較して少ない方の額を記入すること。   　ただし、　H欄について、上記金額に比して各自治体の個票の合計額の方が少ない場合にはその額を記入すること。
４　「備考」欄には、結婚新生活支援事業を実施する際には支給見込世帯数、変更交付申請の際には当該変更部分が分かる字句を記載すること。
５　金額がない場合には「０」を記入すること。

市区町村名

(1)

（注）



保福第 445 号様式 

番          号 

令和  年  月  日 

 

北 海 道 知 事  様 

 

 

 

                                    

                                   市町村の長    印 

                                    

 

 

 

年度地域少子化対策重点推進交付金（結婚支援事業）の事業実績報

告について 

 

 

 

 令和  年  月  日付け子ども第  号で交付決定を受けた標記交付金に係る事

業実績について、次の関係書類を添えて報告する。 

 

 

 

（添付書類） 

１  年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施報告書（保福 第

446号様式） 

２  年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施報告書個票 （保福

第 447号様式） 

３  年度地域少子化対策重点推進交付金（結婚支援事業）精算書（保福第 448号

様式） 

４  年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施報告総括表 （保福

第 466号様式） 

５ 事業精算書（保福第１の 31号様式） 

 （内訳として、支給実績内訳書（任意様式）等を添付すること。） 

 



都道府県名

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

(0)

個別事業名 実績額

２　結婚新生活支援事業

１　優良事例の横展開支援事業 実績額
0

（１）　結婚に対する取組 実績額
0

個別事業名 実績額

(注)
１「実績額」には、本交付金の対象経費実支出額を記入すること。交付金所要額を上段括弧書きすること。
２「地域の実情と課題」には、これまでの市町村における少子化対策の取組全体及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情と課題について記載すること。
３「市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付け」には、地域の実情及び課題を踏まえた、市町村における少子化対策の全体像及びその中での本事業の位置付けを記
載する。特に、本事業により、地域の課題がどのように解決されたかについて記載すること。
４「少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)及び定量的成果目標」については、地域の実情及び課題を踏まえ設定した、市町村の少子化対策全体の重要業績評価指標（KPI)及び定量的成果目
標を達成予定時期を含め記載すること。また、各市町村は少なくとも令和元年度終了時点に、各自治体において効果検証を実施し、都道府県にその結果を報告すること。
５「参考指標」には、各市町村の婚姻数、婚姻率、出生数、出生率のほか、その他参考となる指標を記載するとともに、毎年、その推移を報告すること。
６「内閣府「地方創生推進交付金」の活用実績」は、地域少子化対策重点推進交付金との重複を排除するためのチェック欄です。（「無」が前提となります。）
７　適宜参考となる資料を添付すること。

内閣府「地方創生推進
交付金」の活用実績※
（注）６

個別事業名 実績額

（２）　結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい
社会づくり・機運の醸成の取組

実績額

実績額

0

個別事業名 実績額

個別事業名 実績額

事業内容

実績額

(0)

(0)

事業名

年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施報告書

北海道

事 業 名 実績額
※(注)１ 0

市 町 村 名 自治体コード：

(0)

市町村における少子化
対策の全体像及びその
中での本事業の位置付
け　※（注）３

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標※（注）４

参考指標　※（注）５

※婚姻数、婚姻率、出生数、出生率等

実 施 期 間 ～

個別事業名

地域の実情と課題（これま

での市町村における少子化対策の
取組全体及びその効果検証等から
浮かび上がった地域の実情と課題に

ついて記述）　※（注）２

個別事業名

実績額

個別事業名 実績額

保福第446号様式



個票

）

(交付金所要額： 円)

(交付金所要額： 円)

個
別
事
業
の
内
容

＜現状と課題＞

＜上記課題に対する令和元年度事業における対応＞

各区分における取組の
全体像及びその中での
本個別事業の位置付け
※（注）２

保福第447-1号様式 ①

年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施報告書個票

市区町村名

本事業の担当部局名

個 別 事 業 名

実施期間 ～

事 業 メ ニ ュ ー

区 分

関 連 事 業 メ ニ ュ ー

実績額※(注)１
円 補助率：

交付決定額
円 補助率： 0

（個別事業の実績）　※（注）３

(都道府県： 北海道



個
別
事
業
の
内
容

個
別
事
業
の
内
容

【次年度以降に向けた事業の方向性】

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

【事業実施に当たっての留意点】

＜アウトプット＞

単位

＜アウトカム＞

③随意契約

・個別事業の重
要業績評価指標
(KPI)及び定量的
成果目標の結果
※（注）４

目標値 実績値KPI項目

・都道府県との
連携・役割分担
の取組結果　※
（注）５

・民間事業者と
の連携・役割分
担の取組結果
※（注）６

・男女共同参画
部局など関係部
局等との連携・
配慮事項　※（注）
７

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

(関係部局等)

(配慮すること)

有の場合の担当部局：
（注）
１「実績額」には、本交付金の対象経費実支出額を記入すること。併せて、「交付金所要額」には「実績額」に補助率を乗じた額（円未満切り捨て）を
記入すること。
２「各区分における取組の全体像及びその中での本個別事業の位置付け」には、区分（①結婚に対する取組、②結婚、妊娠・出産、乳児期を中心
とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組、③結婚新生活支援事業）ごとに、既存事業や他省庁補助金等事業なども含め、全体として
どのような取組を行ったか、その中で、本個別事業がどのような位置付けにあったのか、どのように他事業との取組と連携していたのかを記載する
こと。
３「個別事業の実績」には、個別事業の具体的な実績を記載すること。また、事業内容を検討する上で参考とした既存事業があれば、都道府県名
又は市町村名、事業名を記載すること。
※個別事業を次年度以降も自立的に発展させるため、事業内容の末尾に必ず次年度以降に向けた事業の方向性を記載すること。
４「個別事業の重要業績評価指標（KPI）及び定量的成果目標の結果」には、本個別事業の各区分における取組全体像における位置付けを踏ま
え、どのような成果となったか記載すること。なお、各市町村は、個別事業ごとに効果検証を実施し、都道府県にその詳細な結果を都道府県が別に
定める日までに報告すること。
　（過去に設定したKPIも記載すること。）
５「都道府県との連携・役割分担の取組結果」には、本個別事業を都道府県と連携のもと実施した場合、その取組結果を記載すること。
６「民間事業者との連携・役割分担の取組結果」には、本個別事業を民間事業者との連携のもと実施した場合、その取組結果を記載すること。
７「男女共同参画部局など関係部局等との連携・配慮事項」には、特定の価値観の押し付けとならないようにする観点から、計画策定に当たり連携
した関係部局等並びに事業の実施に当たり配慮したことを具体的に記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。
８「委託契約の有無及び契約方式」には、取組中の委託契約の有無及び有の場合には契約方式を記載すること。また、競争性のない随意契約に
よる契約を行った場合は、事業の内容及び随意契約とした理由を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。
９「システム等導入に係る管財部局の確認」には、マッチングシステム、アプリの構築等のシステムに関する取組の有無及び有の場合には、事業の
内容及び確認を行った部局名を記載すること（優良事例の横展開支援事業を実施する場合）。

(随契の理由)

・システム等導入
に係る管財部局
の確認　※（注）９

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

該当する取組の有無
有 取組名： 無

・委託契約の有
無及び契約方式
※（注）８

※優良事例の横展開支援事業を実施する場合、記載してください。

有（以下の①～③から該当するものを選択してください） 無

①企画提案方式(プロポーザル方式、コンペ方式) ②競争入札方式

(事業の内容)



（

５．本個別事業に要した費用及びその内訳

No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（経費区分ごとの合計）

計画 0
実績 0

区分

0 0 0

0

委託料

0
0 0 0 0

計

0
0

0 0
使用料及び賃借料 備品購入費 負担金 補助金

区分
計画
実績 0 0 0 0

賃金

0円
３．個別事業名

４．流用元の事業の名
称(流用した場合のみ)

他の事業から経費を流用した場合にはチェック）

0
役務費

0 0 0
諸謝金 需用費旅費報償費

0

0 0計

(別紙）
支給実績内訳書

交付決定額： 実績額：0円

２．関連事業メニュー

１．地方自治体名 北海道　0

経費区分 摘要 計画額(円) 実績額(円)



保福第448号様式

都道府県名 北海道

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費
実支出額

基準額 交付金所要額
交付金

交付決定額
交付金
受入済額

備考

超過額 不足額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0

１　Ｂ欄には、交付要綱第３条にいう寄付金その他の収入額を記入すること。
２　Ｅ欄には、交付要綱第３条に定める基準額を記入すること。
３　Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄を比較して少ない方の額に別添表に定める補助率を乗じた額（円未満切捨て）と、G欄を比較して少ない方の額を記入すること。
　　ただし、F欄について、上記金額に比して各自治体の個票の合計額の方が少ない場合にはその額を記入すること。
４　I欄の合計がJ欄の合計を超えている場合には返納額を、J欄の合計がI欄の合計を超えている場合には精算払額をK欄に記載すること。

年度地域少子化対策重点推進交付金（結婚支援事業）精算書

市区町村名

差引過不足額
Ｈ－Ｆ

(1)

（注）
精算払額・返納額　K

0円
５　金額がない場合には「0」を記入すること。



保福第４５５号様式                                   

不育症治療費助成事業受診等証明書 

下記の者について、不育症に係る検査及び治療を実施し、これに係る医療費を下記のとおり領収したことを証明します。 

   年   月   日              

医 療 機 関 名                   

医療機関所在地                   

主 治 医 氏 名               ○印    

以下は医療機関の主治医が記入して下さい。 

当該検査・治療に係る本人負担金額 （領収金額のうち上記不育症の検査・治療に係る医療費分のみ記入して下さい） 

受診年月日 
保険診療分本人負担額 

Ａ 

保険外診療分本人負担額 

Ｂ 

計 

Ｃ＝Ａ+Ｂ 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

  年  月  日 円 円 円 

  年  月  日 円 円 円 

  年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

 年  月  日 円 円 円 

 年  月  日 円 円 円 

※こちらの欄に書ききれない場合は、裏面もご使用下さい。 

受診者 

氏名 

生年月日 

夫 

（                    ） 

 
妻 

（                    ） 

 

 
   年   月   日生（   歳） 

 
   年   月   日生（   歳） 

  

既往歴 
今回の検査及び治療以前の流産・死産・早期新生児死亡の既往歴について記入してください。 

                                                                           

今回の検査 

又は 

治療内容 

（該当する記号
に✔を付けて 

ください） 

検査 治療 

□子宮形態検査 □経腟超音波 □子宮卵管造影 □子宮鏡 □MRI □ A 手術療法 

□ B 着床前診断 

□ C 抗甲状腺薬 

甲状腺ホルモン剤 

□ D インスリン 

□ E 低用量アスピリン療法 

□ F ヘパリン療法 

□ G カウンセリング 

□染色体検査 □夫婦染色体検査 □流産胎児の絨毛染色体検査 

□内分泌検査 □甲状腺機能 □糖尿病検査 

□抗リン脂質抗体 

検査 

□抗カルジオリピンβ 2グルコプロテイン I 複合体抗体 

□ループスアンチコアグラント 

□抗カルジオリピン IgG 抗体 

□抗カルジオリピン IgM 抗体 

□抗 PEIgG 抗体 □抗 PEIgM 抗体 

□凝固因子検査 □第Ⅻ因子活性 □プロテイン S活性もしくは抗原 

□プロテイン C活性もしくは抗原 □APTT 

□その他 【内容】 

今回の検査 

・治療期間 

※治療を実施していない場合は記入不要です。 

     年  月  日  ～      年  月  日 

治療結果 

（該当する記号
に✔を付けて 

ください） 

□ 医師の判断により治療せず                 【医師が判断した日：    年  月  日】 

□ 他の診療科（産科・婦人科以外）において治療を実施（予定）  【医師が判断した日：    年  月  日】 

□ 医師の判断により治療を終了 

□ 出産等（又は治療 A、Bの終了）                           【出産等した日：    年  月  日】 



保福第４５５号様式                                   

当該検査・治療に係る本人負担金額 （領収金額のうち上記不育症の検査・治療に係る医療費分のみ記入して下さい） 

受診年月日 
保険診療分本人負担額 

Ａ 

保険外診療分本人負担額 

Ｂ 

計 

Ｃ＝Ａ+Ｂ 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

  年  月  日 円 円 円 

  年  月  日 円 円 円 

  年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

 年  月  日 円 円 円 

 年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 

   年  月  日 円 円 円 



保福第459号様式

都道府県名 北海道

0 千円

注 １　市町村事業について全て記入すること
２　「事業一覧」には、各事業実施計画書に記入した個別事業名を記入すること
３　「所要見込額」には、市町村事業それぞれの計画全体の対象経費支出予定額を記入すること。交付金所要額を上段括弧書きすること。

年度地域少子化対策重点推進交付金実施計画総括表

事業実施者

事業一覧

３．優良事例の横展開支援２．子育てに寄り添う地域づくり支援１．自治体間連携を伴う取組に対する支援

0 千円

所要見込額

(0千円)

(0千円)



保福第460号様式

都道府県名 北海道

0 円

注 １　市町村事業について全て記入すること
２　「事業一覧」には、各事業実施計画書に記入した個別事業名を記入すること
３　「実績額」には、市町村事業それぞれの個別事業の対象経費実支出額の合計を記入すること。交付金所要額を上段括弧書きすること。

0

年度地域少子化対策重点推進事業実施総括表

事業実施者

事業一覧

３　優良事例の横展開支援
２　子育てに寄り添う地域づくり支
援

１　自治体間連携を伴う取組に対
する支援

0 円

実績額

(0)

(0)



保福第465号様式

都道府県名 北海道

0 千円

注 １　市町村事業について全て記入すること
２　「事業一覧」には、各事業実施計画書に記入した個別事業名を記入すること
３　「所要見込額」には、市町村事業それぞれの計画全体の対象経費支出予定額を記入すること。交付金所要額を上段括弧書きすること。

0 千円

(0千円)

(0千円)

年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施総括表

事業実施者

事業一覧

１　優良事例の横展開支援事業

２　結婚新生活支援事業
(１)　結婚に対する取組

(２)　結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子
育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組

所要見込額



保福第466号様式

都道府県名 北海道

0 円

注 １　市町村事業について全て記入すること
２　「事業一覧」には、各事業実施計画書に記入した個別事業名を記入すること
３　「実績額」には、市町村事業それぞれの個別事業の対象経費実支出額の合計を記入すること。交付金所要額を上段括弧書きすること。

0

0 円

(0)

(0)

年度地域少子化対策重点推進事業（結婚支援事業）実施報告総括表

事業実施者

事業一覧

１　優良事例の横展開支援事業

２　結婚新生活支援事業
(１)　結婚に対する取組

(２)　結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子
育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組

実績額


